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 「各都道府県においては、地域医療構想調整会議における議論を活性化する観点から、

本年度中に、都道府県医師会などの医療関係者等と協議を経た上で、地域の実情に応
じた定量的な基準を導入されたい。なお、地域の実情に応じた定量的な基準の導入に向
けた地域での協議は、（中略）都道府県単位の地域医療構想調整会議を活用し、議論を
進めることが望ましい」（厚生労働省医政局地域医療計画課平成３０年８月１６日通知） 
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指標の案 

【高度急性期】 
○救命救急入院料、特定集中治療室管理料など、紐付けされている特定入院料算定病棟 
○小児入院管理料１ 
○一般病棟７対１入院基本料算定病棟で「重症度、医療・看護必要度」が５５％以上 
  （平成30年度からは急性期一般入院料１算定病棟で「重症度、医療・看護必要度が６０％以上） 
  ※脳卒中ケアユニットでの必要度の該当患者割合の実態を根拠として設定 
 
【急性期】 
○下記のいずれかを満たす病棟 
・ 手術件数         許可病床５０床当たり月間３０件（１床当たり月間０．６件） 
・ 救急医療管理加算   許可病床５０床当たり月間３０件（１床当たり月間０．６件） 
・ 化学療法         許可病床５０床当たり月間３０件（１床当たり月間０．６件） 
・ 放射線治療         許可病床５０床当たり月間３０件（１床当たり月間０．６件） 
○小児入院管理料２～３、小児科急性期一般入院料１算定病棟 
○産科の一般病床（分娩ありの病床） 
○一般病棟入院基本料算定病棟で「重症度、医療・看護必要度」が２５％以上 
  （平成30年度からは急性期一般入院料算定病棟で３０％、特定機能病院は２８％） 

（注１）高度急性期、急性期、回復期の順に基準を当てはめて選択 

（注２）当該年、当該月のみの特殊要因等により、基準を満たさない機能を選択する場合には、通常は
基準を満たせるという定量的な根拠を調整会議に提示し、合意を得ること 

（注３）診療報酬上、１つの病棟内で病床単位の管理料（地域包括ケア入院医療管理料〔＝回復期機能
に該当〕、小児入院管理料４〔＝急性期機能に該当〕など）の届出があり、複数の機能をまたぐ場合には
病棟全体で中心を占める機能を選択すること 3 
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病床機能報告
（2017年）

山形県調べ
（2018年9月末）

許可病床 稼働病床 許可病床 許可病床

高度急性期 1,153 1,152 1,265 1,265 933 523

（病院）5,089 （病院）5,031

（有床診）244 （有床診）216

5,5335,6546,158 5,922

5,333 5,247

急性期

病床機能報告（2015年）
※地域医療構想策定時点

4,5053,121

地域医療構想
（2025年必要病床数）

【参考】
埼玉県基準

指標案

許可病床 稼働病床

430 429

平成２９年度病床機能報告データに基づく 
県全体での高度急性期・急性期病床数の比較 

【総括表】 
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